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となっていった。そして、2010 年に JICA が示した水産分野の課題別指針はこの流
れを明示化した大きな方向転換となった。支援の対象を水産業に限定することなく、
漁村社会全体を総合的に対象とし水産業を地域開発の中の一部に組み込んだ社会開












































































 以上の問題意識から、本研究では次の 4 点を研究課題として設定した。  
 
①  開発途上国に対する地域開発と水産開発の支援内容の変遷を明らかにする  
②  マダガスカルの水産政策の内容を解析する  
③  マダガスカルの水産業を取り巻く地域の所与要因を明らかにする  







第 3 節 研究の方法 
 
 本研究の調査地であるマダガスカルの地図を、本論で取り上げる事例地と共に図 1
－2 に示す。現地調査は 2012 年 4 月 18 日～5 月 7 日（アナラマンガ県・ブエニ県）
と 11 月 5 日～12 月 3 日（アナラマンガ県・ブエニ県）、2013 年 5 月 6 日～5 月 10
日（アナラマンガ県）と 9 月 1 日～9 月 14 日（ブエニ県）、2014 年 5 月 1 日～5 月
30 日（ブエニ県・アロチャマンゴロ県）と 9 月 6 日～11 月 28 日（アロチャマンゴ
ロ県）、2017 年 2 月 19 日～3 月 17 日（アナラマンガ県・ブエニ県・アチムアンジ
ェファナ県）の計 7 回、延べ日数 209 日間に渡り実施した（表 1-2 参照）。  
















第 4 節 本研究の構成 
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表 1-1 JICA による水産課題体系図 
 











1-1．漁業収入の増大  漁獲量の増大  
漁獲物価格の適正化・価値の向上  
漁業経費の削減  
1-2．収入源の多角化  水産養殖による収入の増大  
水産加工による収入の増大  
漁業以外の収入の増大  













2-1．漁業生産量の増大  適切な漁業技術の開発  
適切な漁業技術の普及  
無駄となる漁獲物の軽減  















表 1-1 JICA による水産課題体系図（続き） 
 











3-1．水産資源評価  資源調査体制の確立  
評価方法の確立  
漁獲統計収集体制の確立  

















図 1-2 調査地の位置 
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資料収集、水産資源漁業省への聞き取
り調査


























































































































































































































































わせが重要になると述べている（秋道 2002）36)。簡略的にまとめたものを表 1-1 に
示す。 
 
表 1-1 高緯度地域と低緯度地域の資源利用と管理の比較 
 
 高緯度地域 低緯度地域 
利用できる資源量 種単位に豊富 全体として豊富 
漁業の主体と種類 主に先住民の生業 地元漁民の商業漁業／生業 
流通・消費 原則として地元 特殊海産物 *注 1 は地域外 
特殊海産物以外は地域内 
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第 2 章 調査地概要およびマダガスカルの水産業 
 




 マダガスカルは、南緯 11 度 57 分～25 度 36 分、東経 43 度 12 分～50 度 17 分の西
インド洋上に位置する。国土面積は 58.7 ㎢、2015 年の人口は 2,424 万人である。
マダガスカル島を表現するキーワードは、多様性と固有性に富んだ自然生態系であ
ろう。サバンナ地帯に分布するアオイ科バオバブ属  Adonsonia はアフリカに代表的
な樹木であるが、世界で生育が確認される 8 種のうち 6 種をマダガスカル固有種が
占める1)。先カンブリア時代（46 億～5.4 億年前）にできたゴンドワナ超大陸からの
分裂によって、マダガスカル島は約 7000 万年前に独立した島となり、南北約 1,580
㎞、東西約 560 ㎞と南北方向に長く伸びる地形を呈している。中央から東方にやや
偏った位置に標高 1000～2000mの山地が連なっており、最高地点は 2876mである。

















































した漁撈（ベチィブカ川、チイリビヒナ川）によって行われている（図 2－1 参照）。  
 
 なお、本研究で取り上げる事例地の概要を、以下に示す。  
1）事例地：アロチャマンゴロ県（中央高地）  
 アロチャマンゴロ県の人口は 105 万人4)（2014 年）で、面積は 3.2 万㎢を有する。






のアラオトゥラジェントルキツネザル  Hapalemur alaotrensis 5)や希少種の水鳥の生





ると 1～2m 程度と浅く、雨季と乾季では約 1m の水位変動がある。1980 年および
90 年代には、雨季で 4～5m、乾季で 1.5～3m の水深があり雨季と乾季を通じて 2m
の水位変動があったことが報告されている 7)。このことから 1990 年代以降、アロチ
ャ湖に著しい土砂流入が起きたことがわかる。アロチャマンゴロ県内の調査村（ム
ララノ Morarano 村）から首都アンタナナリボまでの総延長は約 320 ㎞であり、現
地の車両による一般的な輸送所要時間は約 9～12 時間である。  
 
2）事例地：ブエニ県（北西部地域）  
 ブエニ県の人口は 82.1 万人8)（2014 年）、面積は 3.1 万㎢を有する。中心都市であ
るマジュンガ（Mahajanga）の降雨量は 1,660 ㎜で、平均気温は 26.6 度と熱帯性気












となる。12 月から 3 月にかけての雨季を除けば、月間降水量が 30 ㎜を超えること








でいる。当県の人口は 135 万人16)（2014 年）で、面積は 6.6 万㎢を有する。トゥリ




































ら、2008 年 12 月に反政府勢力は、政府による外国企業への農地の賃借協定締結 20)






が進み多数の失業者を出し、経済成長率はマイナス 4%となった。AU および SADC
をはじめとする国際社会の仲介によって、2011 年 9 月政治的危機打開のためのロー
ドマップが作成されたが、民主化プロセスは遅々として進まなかった。ようやく 2013
年に民主的プロセスに則った大統領選挙が実施され、2014 年 4 月にヘリー・ラジャ
オナリマンピアニナ政権が発足した。AU や SADC は民主化プロセスの進展と評価









 マダガスカルの主要経済指標を（表 2－1）に示す。  
 マダガスカルの一人当たりの国内総生産は 393 ドル23)であり、後発開発途上国に分
類される。1960 年の旧宗主国フランスからの独立後、ほぼ 10 年周期で起きる政治
的混乱の影響による経済不安からいつまでも脱却できずに、成長と停滞を繰り返す

















 2015 年の人口は 2,424 万人で、直近 10 年間の人口増加率は 2.8%と漸増を続けて
いる。これはアフリカ地域全体の人口が増加傾向にあるのと同様である。独立を果











第 3 節 水産物需要 
 
 FAO の「Food Balance Sheets」のデータに基づいて、マダガスカルの魚介類供給
量の変化を世界平均、アフリカおよび後発開発途上国の数値と比較して概観する（図
2－7 参照）。世界の食料魚介類 1 人当たりの食料需給ベースの消費量は、流通イン
フラの改善や開発途上国における人口増加、先進国での健康食品としての魚食認識
の高まりによって、50 年間で 2 倍以上になり需給規模は増大している。アフリカ全
体でみると 1961 年は 4.6 ㎏ /人 /年と、5 ㎏ /人 /年に満たない消費量であったが、既述
した通り人口増加や輸送技術の発展に伴う諸要因で緩やかな増加傾向にある。2007









リカや後発開発途上国に見られるような 2000 年以降の上昇傾向からは翻って 2008
年以降は減少している。この現象の背景には、2008 年に勃発した反政府勢力による
武力デモに起因した国内の経済低迷によるものだと考えられる。前述したように、

















 マダガスカルの農畜水産分野は国内総生産の 26.3%を占め、国民の 82%が従事する
基幹産業の一つである。政府は自国の農畜水産業の現状を鑑みて、具体的開発指針
である「農畜水産セクタープログラム（PSAEP(9)）」を 2015 年に策定した。この中








あった 1963 年に日本とマダガスカルは通商協定を締結した。その後 1965 年には、
日本・フランス・マダガスカルの三か国で漁業合弁会社を設立し、エビ資源を中心
とした水産物の漁獲と輸出を開始している。1997 年にはマグロはえ縄船の入漁協定
が締結され、日本漁船に対して発給された入漁ライセンスは 2008 年が 18 件、2009
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水産無償資金協力の詳細については第 3 章第 3 節で詳述する。以上の通り、マダガ
スカルの商業規模での漁業は、水産資源の確保を目的とする外国資本の参入に影響
を受け今日まで発展してきた。  
 FAO の「Fish Stat J」のデータを基にマダガスカルの漁業および養殖生産量の経
年変化を見ると、1995 年以降平均して 13 万トン台の生産量があり 2007 年には 16.3
万トンと最高値を記録した。養殖生産は 1976 年に初めて生産データとして出現し、
1992年以降の生産量の伸びは著しく、2015年には過去最高の 2.2 万トンであった（図
2－8 参照）。  
 次に、水産資源漁業省が策定した『農畜水産セクタープログラム（PSAEP）』の付
属資料で、農畜水産分野の現状を纏めた資料である「Lettre de Politique BLEUE 
Annexe 2014 ‐Situation de référence－」で示されたデータに基づき漁業及び養殖
業生産に占める漁業形態別の構成比を概観する（図 2－9 参照）。海面伝統漁業によ
る生産量は全体の 50%を占め、内水面伝統漁業の 10%と合わせると総生産量の 60%
は伝統漁業者による生産である。次に大きな割合を占めるのは商業マグロ漁業の
18%である。商業漁業で漁獲された水産物のほとんどは輸出仕向けされるため、商







 マダガスカルの漁業形態は操業規模によって以下の 3 形態に分類が定義される。  
A) 商業漁業：  
外国資本による大規模な企業型の漁業で出力 50 馬力以上の大型動力船が使用され
る。主にエビ底曳網漁、マグロはえ縄漁、マグロ・カツオ旋網漁、一本釣り漁が







B) 零細漁業：  
出力 50 馬力未満の小型動力船を用いて、沿岸域で行われる漁業を指す。漁船に
は鋼製、FRP 製、木製等が用いられる。多くの場合、小型 FRP 船に船外機を取
り付けたものが多い。  






































 海面養殖規模で最大なのはウシエビ  Penaeus monodon 養殖である。ウシエビの
輸出は重要な外貨獲得産業であり、マジュンガを中心とする西海岸側の汽水域で大










推奨種としてコイ  Cyprinus carpio がフランスより移入され、1950 年から 60 年に










 水産資源漁業省の主導の下、漁業を主たる職業として営む 18 歳以上の伝統漁業者
を対象とした登録作業が各県水産事務所の主体で進められている。漁業者登録とと








て漁業技術を習得中の者や 18 歳以下の者、学生に対しては漁業者見習い証（Carte 






 マダガスカルの水産物流通は許可制となっており、流通させる範囲によって 2 種類
に分かれる。一つは水産資源漁業省が認可する中央レベルの許可であり、他方は水
産資源漁業省の県の出先機関である県水産事務所が認可する県レベルの許可である。 









ビ 1,995,000MGA（約 688 ドル。以下、ドル換算レートに「農畜水産セクタープロ
グラム（PSAEP）」で採用されている 1USD＝2,900MGA を使用する）で最も高額











設定されておりイセエビは 60,000MGA（約 21 ドル）、魚類は 20,000MGA（約 7 ド
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図 2-1 内水面漁業生産地と主要河川 
 出所：水産物流通業者組合の聞き取り調査をもとに作成  
 
図 2-2 マダガスカルの年間降水量（㎜） 
 出所：山岸哲編（1992）「マダガスカルの動物」をもとに作成  
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表 2-1 マダガスカル主要経済指標および概況一覧 
 
出所：(1)外務省 , 2016 (2)世銀 , 2015 (3)IMF, 2015 
  
項目  内容  出典  
国 土 面 積  58,7 万  km2  (1) 
人 口  2,424 万人 (2015) (2) 
人 口 増 加 率  2.8％  (2) 
首 都  アンタナナリボ  (1) 
主 要 言 語  マダガスカル語、フランス語  (1) 
主 要 宗 教  キリスト教 41％、伝統宗教 52％、イスラム教 7％  (1) 
G D P 95 億  US ドル (2015) (3) 
G D P 成長率  3.4% (2015) (3) 
G N I ／ 人  420 US ドル  (2014 年) (2) 
貧 困 率  75%(2005)  75.3%(2010) (2) 
主要貿易品目 輸出：ニッケル、バニラ、丁字   
輸入：資本財・原料、燃料、消費財、食料   
(1) 
主 要 貿 易  
相 手 国  
輸出：仏、米、南ア、ノルウェー、ベルギー  
輸入：中国、フランス、バーレーン、インド   
(1) 
対 日 貿 易  輸出：166.5 億円 ニッケル、香辛料類、魚介類、衣類  
輸入：17.9 億円 輸送用機器  
(1)  
要 援 助 国  日本(190.73)、仏(78.98)、米 (55.87)、独 (14.00)、ノルウェ
ー(13.77) 
(2011 年、単位：100 万ドル) 
(1) 
通 貨  アリアリ (1 ドル＝約 2940 アリアリ ) (1) 
44 
 
図 2-3 マダガスカルの GDP（US ドル）の経年推移 
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図 2-7 食用魚介類一人当たりの供給量 
（世界平均、アフリカ、後発開発途上国、マダガスカル）  
















図 2-8 マダガスカルの水産物生産量の経年変化 



















図 2-9 漁業及び養殖生産に占める漁業形態別の構成 
出所：マ国水産資源省『PSAEP』付属資料「Lettre de Politique BLEUE Annexe 2014 




















表 2-2 水産物流通許可制による品目ごとの権利使用料金 
 
注 1）ドル換算レートには「農畜水産セクタープログラム（PSAEP）」で採用されている




   **は水産資源漁業省の提供資料（NOTE SUR LA SENSIBILISATION DES 

















































第 3 章 マダガスカルの水産政策 
 
























































て期間を 3 分割にし、2014～2016 年を政治的危機からの脱却期間、2016～2020 年
を実施期間、2020～2025 年までをクロージング期間と定めている。2017 年現時点
は、第 2 期における初期の実施段階である。  
 PSAEP は 5 つの開発課題によって構成されており、それぞれのプログラムがサブ
プログラム／コンポーネントを有し、それらがツリー状に展開されている。5 つの開
発課題は以下の通りである。  
 開発課題 1：合理的かつ持続的な生産場と資源の利用  
 開発課題 2：持続的な生産性の向上と競争力のある生産体制の推進  
 開発課題 3：食料安全保障・栄養改善等のリスク低減への貢献  
 開発課題 4：国内市場へのアクセス向上と輸出の再構築  






2-2 PSAEP における水産開発の位置付け 
 
 PSAEPの成果により達成が期待される上位目標として次の 2点が挙げられている。
1 点目は、農畜水産セクターの成長率を現状の 2.6%から 2025 年までに 6%まで上昇
させる、経済成長への貢献。2 点目は、1 日 1.25 ドル以下で生活する貧困ライン 10)
で生活する国民の割合を現状の 82%から 20%に削減する、貧困削減への貢献である。
PSAEP には 2020 年及び 2025 年時点の達成目標が、具体的な数値目標で掲げられ
ている。本節では、各開発課題に関わる具体的な項目とその数値目標を抽出して整
理する。PSAEP には水産分野単独の目標の他に、農畜水産 3 セクターに跨った目標
として扱われている項目もある 11)。ここでは、議論の焦点を明確にするために水産
分野の開発に関わる項目のみを説明文等から判断して抽出し区別した。また、2017
年 2 月～3 月に行った現地調査にてマダガスカル国水産資源漁業省や関係機関から
の聞き取り調査、現状視察にて得られた各種情報を開発課題別に整理する。  
 
開発課題 1：合理的かつ持続的な生産場と資源の利用  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  





発行無し  85000 185000 
②  マングローブ面積   200ha 500ha 10000ha 
③  海洋保護区の設置  8  50 




























Rocliffe S らの報告13)によると、マダガスカルには 8 か所の海洋保護区および 34
















開発課題 2：持続的な生産性の向上と競争力のある生産体制の推進  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  




2014 年  1.2 倍  1.3 倍  
⑦  独立採算制をとる主要生
産団体の割合  
5％  40％  100％  
⑧  行政サービスへのアクセ
スを有する生産者の割合  
10％  30％  50％  
⑨  新しい技術を導入した生
産者の割合  
5％  20％  40％  
⑩  FAD’s を利用する漁村の
数  
60 320 600 
⑪  資源量が明らかになる魚
種の数  







GTZ）は伝統・小規模漁業育成プロジェクト（Promotion de la Pêche Maritime 
































開発課題 3：食料安全保障・栄養改善等のリスク低減への貢献  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  
2025 年までの  
目標値  




17.21g 29.33g 39.18g 
⑭  複数の収入源をもつ生産
者の数  
132,500 5 倍  10 倍  
 
現状：  
ミレニアム開発目標（MDGs）で定義された指標である 1 日 1.25 ドル未満で生活
する貧困層の割合は 2010 年が 87.7%であり、1993 年の 67.1%17)と比較しても貧困































開発課題 4：国内市場へのアクセス向上と輸出の再構築  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  




2014 年  2 倍  3 倍  
⑯  輸出金額の増加率  2008 年  1.5 倍  2 倍  
⑰  輸出量の増加率  2008 年  1.5 倍  2 倍  
⑱  水産物流通改善に寄与す
る卸売市場の数  
現状不明   3 
⑲  国際市場への輸出品目  19 29 50 
⑳  地方の女性グループリー 
ダーの能力強化  


































開発課題 5：ガバナンス体制の向上と人材の能力強化  
水産分野の達成目標  ベースライン  
2020 年までの  
目標値  




1 3 3 
㉒ 職員の地方分散（中央 /地
方）  
60/40 40/60 15/85 
㉓ 農畜水産省全職員に対す
る技師の割合  
30％  50％  75％  
㉔ 中央及び地方の官庁施設
の建設 /リハビリ  








2025 年までに計 3500 人  
  
現状： 


























2-3 予算配分から見る PSAEP の重点項目の分析 
 
 PSAEP の 5 年間の実施期間で配分された割当予算を（表 3－1）に示す。予算総額
は 92,582 億 MGA（約 3,192 百万ドル、以下、PSAEP で採用している為替レートに
従い 1USD＝2,900MGA で換算）である。年次予算の推移は、2016 年は 10,537 億
MGA（約 363 百万ドル）、2017 年は 13,718 億 MGA（約 473 百万ドル）、2018 年は
18,244 億 MGA（約 629 百万ドル）、2019 年は 22,319 億 MGA（約 769 百万ドル）、






 開発課題ごとの予算は、開発課題 1 は 30,504 億 MGA（約 1,052 百万ドル）、開発
課題 2 は 18,948 億 MGA（約 653 百万ドル）、開発課題 3 は 33,115 億 MGA（約 1,141
百万ドル）、開発課題 4 は 8,447 億 MGA（約 291 百万ドル）、開発課題 5 は 1,567


































































業のための行動規範（Code of Conduct for Responsible Fisheries）」26)が第 28 回
FAO 総会で採択され、グローバルな政策理念として国際社会に定着している。同じ
























人 国際協力機構（JICA29)）と財団法人  海外漁業協力財団（OFCF30)）の 2 機関に
よって事業運営されている。JICA の枠組みには、プロジェクト方式技術協力（技術
協力プロジェクト）、開発計画調査型技術協力（開発調査）、水産無償資金協力、草
































 1973 年、政府開発援助予算の中に「水産無償資金協力」が設立され、2011 年末ま
でに約 450 件の事業が実施された。実施対象国で最多はアフリカ地域であり 142 件
である。供与限度額は 1980 年代に 258 億円、1990 年代には 334 億円と他地域と比
べても非常に高い拠出地域となっており、供与総額は 833 億円となる。次いで中南
米の供与総額は 650 億円、大洋州では 439 億円の供与を行っており事業件数は双方


























 日本政府の政府開発援助として JICA と OFCF がマダガスカルに対して実施した水
産協力の実施状況を表 3－3、3－4、3－5 にまとめる。  





















OFCF も 2008 年に実施した拠点整備事業以降は協力を一時中断している。その後、
民主的手続きによって発足した政権によって国際社会への復帰を果たしたことで、
OFCF も援助を再開している。水産無償資金協力によって日本政府が供与した製




























第 4 節 小括 
 
 2013年に開催された TICAD V では、今後のアフリカにおける協力方針を定めた「横
浜行動計画 2013-2017」において、セクター別課題の「農業」の項で、食料および
栄養安全保障の観点から農業開発とともに持続的な漁業および養殖業の拡大に対す
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出所：Rodiffe S, Peabody S, Samoilys M, Hawkins JP (2014) Towards A Network of 























2016 2017 2018 2019 2020 計 
P1.合理的かつ持続的な生産場と資
源の利用 
255,847 335,819 562,716 817,390 1,078,662 3,050,435 
S1-1. 生産者への不動産資産として
の土地の使用 
2,253 2,480 2,661 2,868 3,091 13,352 
S1-2. 資源の保全と集中的な整備の
実施 
253,594 333,339 560,056 714,522 1,075,571 3,037,083 
P2. 持続的な生産性の向上と競争力
のある生産体制の推進 
233,422 324,424 424,625 422,225 490,154 1,894,850 
S2-1. 成長のカギを握る生産ファク
ターの強化 
77,536 136,165 171,591 212,492 252,964 850,748 
S2-2. 生産者に対する行政サービス
強化 
69,762 91,323 156,450 103,718 123,774 545,028 
S2-3. 災害等の不測の事態によるリ
スクの軽減 
76,710 78,134 80,507 86,801 99,311 421,464 
S2-4. コメ生産量の増大 9,413 18,802 16,077 19,214 14,104 77,610 
P3. 食料安全保障、栄養改善等のリ
スク低減への貢献 
417,387 540,312 633,684 771,739 948,434 3,311,556 
S3-1. 生活基盤の脆弱性からの克服
と栄養改善 
204,164 281,095 345,857 445,702 609,797 1,886,615 
S3-2. 近代農法を使った地方の若年
起業家を生み出す環境づくり 
141,513 167,448 176,156 191,388 181,538 858,043 
S3-3. 零細・中規模生産者のインフ
ラ設備の規格化 
69,935 89,368 108,421 130,068 150,483 548,274 
S3-4. 収入の多角化 1,775 2,402 3,250 4,580 6,617 18,623 
S4-1. 農産品マーケットの開発 34,289 54,240 72,111 82,262 98,502 341,405 
S4-2. 有望な生産品の開発 11,379 14,160 14,798 15,340 15,274 70,951 
S4-3. マーケットと生産の持続的な
関係の構築 
71 54    124 
S4-4. コメ生産量の増大 56,281 65,721 80,168 102,344 127,707 432,222 
P5. ガバナンス体制の向上と人材の
能力強化 
45,029 37,133 36,351 20,603 17,606 156,721 
S5-1. 制度・規制の枠組みの発展 4,973 5,763 6,045 8,794 5,191 30,765 
S5-2. 方針決定に係る手段の開発 16,091 5,522 3,269 2,498 2,611 29,990 
S5-3 .PSAEP 実施関係者の能力強化 23,965 25,848 27,037 9,310 9,805 95,965 
合計（百万 MGA） 1,053,704 1,371,863 1,824,454 2,231,902 2,776,341 9,258,264 




表 3-2 JICAが実施する無償資金協力の種類 
出所：外務省 
 

















貧困削減戦略支援無償  貧困削減戦略を実施している開発途上国への財政支援 
人材育成研究支援無償  開発途上国の若手行政官の育成に対する支援 
水産無償  開発途上国の水産振興を図るための事業に対する支援 




テロ対策等治安無償  テロ・海賊対策等の治安対策強化のための支援 
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表 3-3 日本が実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況（水産無償資金協力） 
 
案件名 実施年度 協力金額 計画の目的 実施サイト 協力内容 





































1990 年度 3.83 億円 沿岸伝統的零細
漁業の振興 
トアマシナ（東部） 製氷機、凍結設備、冷蔵庫の供与 
エビ養殖開発計画 1998 年度 11.06億円 エビ養殖振興 マジュンガ（南西部） エビ種苗生産施設、研究施設と関連資材の供与 
マジュンガ水産流
通施設整備計画 









表 3-4 JICAが実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況（技術協力プロジェクト） 
 

























表 3-5 OFCFが実施したマダガスカルへの水産協力の実施状況 
 













漁場開発調査 2002 年～2004 年   
漁場開発調査 2006 年～2008 年   
拠点整備事業 2008 年   
地域巡回機能回復等支援事業 
漁業開発のための施設改善プロジェクト 


















































 漁業管理、資源調査、流通整備支援  
国連開発計画  
（UNDP）  
 インド洋海域海洋保全支援  
ドイツ技術協力公社  
（GIZ）  
 伝統零細漁民訓練センターの設立  
世界自然保護基金  
（WWF）  
 サメ類保全環境保全・資源管理  
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第 4 章 沿岸部の地域漁業と水産物流通の実態 
 
第 1 節 課題 
 
 アフリカ地域全体の人口が増加傾向にあるのと同様に、マダガスカルにおいても年























































































たが、2000 年の報告では 11,000 人が伝統漁業によって生計を営んでいるとされ、そ
れ以降の当県の人口増加を考慮すると、現在はこの数以上の従事者がいることが推測
される。伝統漁業者の漁撈は帆を張ったシングルアウトリガー式の無動力船を用い、




































 県水産事務所が纏めている流通統計に基づき、2014～2016 年の 3 年間についてブ
エニ県とアチム・アンジェファナ県の輸出量、県外・県内流通の実績値比較を行った。
水産物取扱規模は 3 ヵ年平均でブエニ県が 3.76 万トンであり、アチム・アンジェフ






加しており、2014 年は 1.11 万トンであったが 2016 年には 1.62 トンと約 5,000 トン
増加している。増加の要因には県内及び県外への国内流通量が漸増していることも一
つであるが、特に輸出量の増加幅が大きく、出荷量全体に対する輸出量の割合は 2014、









 ブエニ県の年間輸出量平均は 8,838 トンで、全体出荷量に対して 23%を占める。輸






中国への輸出は全体量の 10%で第 3 位にあり、アジア向け市場は他にマレーシアやベ
トナム、香港等が挙げられる。  






2,437 トンで、輸出品目の 56%を占め最多となる。次いでタコ：551 トン・13%、ナ








 ブエニ県の県外流通の 3 ヵ年平均値は、27,008 トン、県内流通の平均値は 1,773 ト
ンであった。割合でみると、流通量全体の 72%が県外流通、5%が県内流通である。
県外流通 72%のうち、48%が海産水産物、24%は淡水産水産物である。県外に流通す
る品目で最多なのは魚類23)で海産魚類 12,733 トン、淡水産魚類 7,934 トンであった。
その他、ヌマエビ、カニ、エビが県外に出荷される。一方、県内流通 5%のうち、2%
が海産水産物、3%が淡水産水産物である。県内に流通する品目で最多なのは魚類で、










類の 4,890 トンで、その他、エビやタコ、エイ、サメが県内に流通する（図 4－2）。  
 














































した。センターの 2016 年冷蔵入庫量実績は 504.8 トンであり、雨季の終わる 9、10






は年 544.9 トンであり、冷凍量の方が冷蔵量に比べて年間約 40 トン多い。5 月と 10
月に冷凍量のピークがあり、5 月は 84 トン、10 月は 73 トンの冷凍入庫を行った。年
間を通じての動きは、サイクロンシーズンが終わると徐々に入庫量を増やし、乾季の
始まり頃（5 月）と雨季の始まり頃（10 月）に 2 度のピークを示す流れであった。2016
年に当センターの冷蔵庫および冷凍庫を利用した水産物の合計は 1,049.7 トンであっ
た。ブエニ県流通統計のマジュンガⅠ、Ⅱ郡における 2016 年の海産水産物の県外出



































 県水産事務所員からの聞き取り調査によると、当地には 7 社の水産会社が存在して
いる。そのなかで大手水産会社である A 社の事業展開を例に挙げる。A 社はアチム・
アンジェファナ県の中心都市トゥリアラ市に事務所および水産加工場を設けている。
欧州向けの水産物輸出を中心に行っており、事業収益の 5 分の 4 は輸出事業によって
生み出されている。工場の年間生産力は約 1,500 トンを超え、主要輸出品目は頭足類、
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5) 家島彦一（1993）『海が創る文明－インド洋海域世界の歴史』朝日新聞社．  
6) Nakamura, R.（2012）“Maritime Environments of Swahili Civilizations : The 
Mangrove Inland Sea of Kilwa Island, Tanzania”Afro-Eurasian Inner Dry Land 
Civilizations 1，pp.81-89．  
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16) 藤本麻里子（2015）「前掲書 2」．  
17) 中村亮（2016）「タンザニア南部キルワ島にみるスワヒリ漁村経済の変化」日本アフリ
カ学会第 53 回学術大会研究発表要旨集，pp.145．  
18) 中村亮、北窓時男（2015）「特集にあたって：アフリカ漁民文化研究の視座（特集）ア




20) Fonds African de Développement（2005）「Madagascar Projet d ’appui aux 






                                                                                                                                                     





けにより導入された。（L'express de Madagascar，2017 年 2 月 24 日付）  
23) 流通統計の集計方法には魚種の区別がなく「魚類」として一緒くたに集計されている
ため、魚種毎の流通傾向を見ることはできない。  
24) 直近では、2014 年度に冷凍機等の冷媒交換（旧冷媒 R22 から新冷媒 R404a への交換）
と機械の分解整備を実施している。（海外漁業協力財団（2014）「マダガスカル共和国
評価報告書－2014 年度 地域巡回機能回復等支援事業」）  

















図 4-1 サンゴ礁（上図）とマングローブ（下図）の世界分布 
 
出所：Philippe Rekacewicz, UNEP/GRID-Arendal 


























































































表 4-1 2 県における輸出品目の割合 
 
 注 1）*ブエニ県水産事務所でデータのない品目  

























魚類 1,284 15% 3 0%
エビ 6,473 73% 0 0%
ノコギリガザミ 711 8% 359 8%
タコ 78 1% 551 13%
ナマコ 194 2% 443 10%
サメの鰭 16 0% 10 0%
魚類内臓等 1 0% 1 0%
サメ** 37 0% － 0%
ヌマエビ** 24 0% － 0%
クラゲ** 20 0% － 0%
イカ* － 0% 196 5%
イセエビ* － 0% 51 1%
貝類* － 0% 280 6%







   
 
         ブエニ県          アチム・アンジェファナ県 
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第 5 章 内陸部の地域漁業と水産物流通の実態 
 




































































（Amparihitsokatra）市、ムララノ（Morarano）村となる。筆者は 2015 年 9 月 5
日～11 月 30 日の間、漁村を生活拠点として現地調査を実施した。調査地の一般概要
96 
 









 首都より北東 250km に位置するアロチャ湖（図 5－1）は、マダガスカル最大の面
積を持つ湖であり、内水面漁業が盛んに行われている。2003 年 9 月にアロチャ湖と
その湖岸湿地 7,225 ㎢の範囲がラムサール条約湿地に登録され、湿地帯を生息域とす
る同国固有種ジェントルキツネザル Hapalemur Alaotresis の保護と環境保全活動が





力が高まり、1966 年の漁獲量 3,200 トンをピークに減少傾向をみせ、2013 年にはピ












る。2015 年 11 月時点の村の人口 13)は、男性 1,235 人、女性 1,257 人であり、男女比
















































とり纏めている 2012～2015 年の流通データを使用したが、2014 年については県水産
事務所が出荷票自体を紛失したためにデータの欠損があったため、分析には 2012，
2013，2015 年のデータを使用した。それぞれの年の出荷量は 2012 年：178 トン、2013
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wetlands in Madagascar”Biodiversity and Conservation 14，pp2757-2774. 
2) アフリカ漁民文化の体系的理解が必要であるという問題意識のもと、2013 年 10
月に「アフリカ漁業研究会」が設立された。研究会における議論の端緒としてセネ






アフリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻、pp.30．  
4) ビクトリア湖は、面積 6.8 万㎢を有するアフリカ最大の国際湖沼。ケニア、ウガ
ンダ、タンザニアの三か国に囲まれる。  
5) マラウイ（ニアサ）湖は、面積約 3 万㎢を有する国際湖沼。モザンビーク、マラ
ウイ、タンザニアの三か国に囲まれる。  




第 87 巻，pp.65-76. 
8) Imai, I.（1995）“Stationary Gillnet Fishing in the Bangweulu Swamps: Fishing 
and Trading Strategies,”  Humanities & Economics 30, pp.1-30. 
9) Imai, I.（1991）“Sustainability of Fishing in the Bangweulu Swamps, Zambia,”  
African Study Monographs 19 (2) , pp. 69-86. 
10) 稲井啓之（2015）「チャド湖南西部ダラック島の鮮魚取引における漁師－商人関
係；（特集）アフリカ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻、pp.51-63．  
11) Wallace, A. P. C（2012） “Understanding fishers' spatial behaviour to estimate social costs in 
local conservation planning [PhD Thesis]”，London: Imperial College London . 
12) Wallace, Andrea PC, et al.（2015） “Quantifying the short-term costs of conservation 
interventions for fishers at Lake Alaotra, Madagascar.”，PloS one 10.6 : e0129440. 
13) ムララノ村センサス（2015）による。  
14) 集団間の類似関係の解釈によって 15 から 25 部族があるものと考えられているが、
現代マダガスカルの人びとは 18 部族が存在するとしている。  




図 5-1 調査地の位置 
 














図 5-2 アロチャ湖の生産量と漁業者登録者数の変遷 
 

































































































表 5-2 アロチャ湖の魚類相 
 
 




















Cichlidae Tilapia rendalli 1954




































出所：Wallace, A. P. C.（2012）より改変して作成  
 



















































































































































第 6 章 事例分析のまとめと考察  
 
第 1 節 分析視角からの検討 
  

































第 2 節 マダガスカルの地域開発において配慮すべき課題 
 



































第 3 節 マダガスカルの水産開発をとりまく課題 
 

















































3-2 課題 2：行政機能の適切性 
 










































 漁村社会における Dina には、共有資源をめぐる争いを解消する調和のメカニズム
がある12)。マダガスカル北部にあるヌシべ（Nosy Ve）島にある Dina には 1）魚を捕
る漁法として毒性のものを使ってはいけない、2）サンゴを採ってはいけない、3）サ
ンゴ礁を破壊するような漁法を行ってはいけない、4)イルカを捕獲してはいけない、







3-4 課題 4：日本の開発援助方針との整合性 
 


















 日本が開発支援を実施する上での重要課題として、以下の 3 点が掲げられている。 
 
(ア)  「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅  
(イ)  普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現  
(ウ)  地球規模課題への取り組みを通じた持続可能で強靭な国際社会の構築  
  
 本論の第 3 章で行ったマダガスカルの水産政策の内容分析で取り上げた「農畜水産
セクタープログラム（PSAEP）」では、上位目標として経済成長と貧困削減の実現を
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10) Marin Stewardship Council(2013)“Madagascar Octopus Fisheries” , Net gains: 
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第 7 章 総合考察 
 




















































































































































































































カ漁民の世界を探る」『アフリカ研究』第 87 巻、pp.51-63．に詳しい。  
2) 飯田卓（2008）「海を生きる技術と知識の民族誌－マダガスカル漁撈社会の生態人
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Situations, and Events. In National Research Council (ed.)”The Drama of the 
Commons, National Academy Press, pp.361-402. 
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 資料 1 漁撈実態聞き取り調査票  










1-1. Name of fisherman
1-2. Gender
1-4. Number of people currently living in household
Total people(s)
Adults (over 20 years) Men Women
Youth (15-19 years) Boy Girl
Children (under 14 years)
1-5. Years lived in this village years
   ・If less than 5 years, where did you live before?
   ・Why did you move to this village?
1-6. What's your latest education background?
Ecole élémentaire / Collège / Lycée / Université / Other (                          )
Q2. FISHING ACTIVITY
2-1. How many years of fishing experience? year(s)
2-2. Why did you become a fisherman?
2-3. Fishing frequency
per day per week per month per year
2-4. What's time do you usually go to fishing? :
2-5. What's time do you usually gack from fishing? :
2-6. Fishing equipment owned
Ar Length Diameter Mesh



















Please fill in your seasonal calender
* If you have a side job such as agriculture, other business…etc, please also fill in situation of side job.




2-8. Where is your fishing ground?
2-9. How far is the fishing ground from your house?
2-10. How much fish catch do you get per once time fishing? kg
    ・From once time catch, how much kg do you sell? kg
    ・From once time catch, hou much kg do you bring back to home? kg






3-1. Do you have somebody who go fishing with you? □Yes □No → 3-3
If yes,
  3-2. If yes, How many people do go fishing? people(s)
  3-3. What kind of relationship with co-worker(s)?
Family (                             )  /  neighborhood  /  Employer  /  Employee  /  other (                                )
3-3. If you are employer, how do you pay the salary to employee?
3-3. If you are employee, how do you get the salary from employer?
Q4. CAPTURED AND SELL
4-1.What kind of fish species do you catch, fishing area, fishing method, sell to whom and price?
4-2.What kind of relationship between you and middleman?
4-3.How to contact to middleman when you want to sell the fishes caught?





4-4.Do you receive a financial assistance for fishing operation from someone?
□Yes □No → Q5
If yes,
 4-5.Who do you receive a financial assistance from?
 4-6.How do you pay a financial assistance back?
4-7. Do you process the fish which you've caught? □Yes □No → Q5
If yes,
4-8. What kind of processed food do you make?
Q5. INCOME AND EXPENSE
5-1.How much is your household income? Ar per week / month
5-2.How much is your fishing income? Ar per week / month
5-3.How much is other income? Ar per week / month
         ( Agriculture / Livestock / other:                                                                    )
5-4.How much is your household expense? Ar per week / month
5-5.How much are fishing expenses per once operation? Ar





Thank you very much !!








（ 2012/11 /21撮影；マジュンガ）  
2：生産地にある公設魚市場
（ 2017/03 /07撮影：トゥリアラ）  
  
3：マジュンガ水産物流通センター


























































（ 2015/09 /15撮影；ムララノ）  
18：大型曳き網漁の操業の様子
（ 2015/10 /21撮影；ムララノ）  
  
19：エビすくい網漁（ 2015/09 /28撮影；
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